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第３ 章 調査を終えて 

 

今回調査を行っ たヨ ーロッ パ４ か国（ スウェ ーデン、 フ ラ ンス、 ド イ ツ、 オラ ンダ） も 、

かつては日本と 同様、「 男性は仕事、 女性は家庭」 と いっ た性別役割分担意識が社会に根強

く 存在し ていたが、 少子高齢化や労働力不足、 失業対策等、 各国が抱えていた課題解決やジ

ェ ンダー平等の実現に向け、女性の労働参加を 進める中で、女性が出産等のラ イ フ イ ベント

を 迎えても 、就業を 継続し 、キャ リ アアッ プするための環境整備と 人々の意識改革が進んだ。 

女性に家事・ 育児と いっ た無償労働の負担が偏っ ていると いう 点は、各国においても 日本

と 同様の傾向が見ら れたも のの、仕事と 子育ての両立支援策において、男性の家庭責任の分

担を 促進する工夫がなさ れているこ と がう かがえた。  

本章では、日本と 比較し ながら 、調査を 行っ た各国における特徴的な取組を と り まと める

と と も に、 本調査から 得ら れた日本への示唆についてまと めるこ と と する。  

 

１  ヨ ーロッ パ４ か国（ スウェ ーデン、 フ ラ ンス、 ド イ ツ、 オラ ンダ） における

特徴的な取組 

 

（ １ ） 各国における女性の働き 方の特徴 

日本では、 女性の年齢階級別労働力率が子育て期を 中心に落ち 込むいわゆる Ｍ字カ ーブ

を 描いており 、女性が出産・ 子育て期に就業を中断せざるをえない状況にあるこ と を 示し て

いる。 全国的には、 こ のＭ字カ ーブの底は上がっ てき ており 、 Ｍ字カ ーブは解消に向かいつ

つあると も いわれているが、神奈川県は、全国で最も 通勤時間が長いこ と も あり Ｍ字カ ーブ

の底の値、 深さ と も 全国最下位と なっ ている。  

一方、 今回調査を 行っ た４ か国は図１ に示すと おり 、 日本の「 Ｍ字カ ーブ」 の底に当たる

35～39 歳の労働力率は８ 割を 超えており 、 女性がラ イ フ コ ースを 通じ て就業継続し ている

こ と がわかる。 ただし 、 女性の働き 方のスタ イ ルは異なっ ており 、 スウェ ーデンでは、 ほと

んどの夫婦が共働き であり 、 両親がと も にフ ルタ イ ムで働いている割合が高い1。 一方、 ド

イ ツやオラ ンダでは、 子ども がいる夫婦の場合、 夫がフ ルタ イ ム、 妻がパート タ イ ムで働く

場合が多く 、フ ラ ンスはド イ ツやオラ ンダに比べると 、女性のパート タ イ ム労働者の割合は

少ないも のの、第２ 子出産を 機に、フ ルタ イ ムから パート タ イ ムに転換する 女性が増える傾

向にある と いう 。  

  

                                                   
1 スウェ ーデンも １ ～５ 歳の子ども がいる女性は、 子ども の数が多いほどパート タ イ ム労働者の割合が高く なっ てい

る。  
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図１  女性の年齢階級別労働力率（ 2019）  

 

（ 出典） I LOSTAT Dat abace に基づき かなテラ スが作成。  

 

日本でも 、 1997 年に専業主婦世帯数と 共働き世帯数が逆転2し 、 2020 年には、 いわゆる専

業主婦世帯 571 万世帯に対し て、共働き 世帯は 1, 240 万世帯と なり 、共働き 世帯の中でも 、

妻がフ ルタ イ ム（ 週 35 時間以上） の世帯 483 万世帯、 妻がパート タ イ ム（ 週 35 時間未満）

の世帯が 668 万世帯3と なっ ており 、 妻がパート タ イ ム労働で働く 夫婦が多い状況は日本も

調査を行っ た各国も 概ね同様であると いえる。 し かし 、日本では、 非正規雇用のパート タ イ

ム労働は正規雇用に比べ雇用が不安定であり 、その他の労働条件も 異なるこ と が多く 、職業

教育・ 訓練に関し ても 正規職員と の格差が見ら れており 、ヨ ーロッ パ４ か国のパート タ イ ム

労働の概念と は大き く 異なっ ている。  

ド イ ツでは、 2001 年の「 パート タ イ ム・ 有期労働契約法」 の施行により 、 一般従業員・ 管

理職にかかわら ず、 労働条件の本質に変化なく 短時間パート タ イ ムで働く こ と が可能と な

り 、 様々な職種や大企業の上位管理職、 執行役員に至るまで、 短時間パート 勤務で働く よう

になっ た。一つの仕事を２ 人の短時間パート 勤務が行う 働き 方である「 ジョ ブシェ アリ ング」

により 、 仕事のレ ベルや責任の大き さ 、 やり がいや仕事の質を 落と さ ず、 重要な仕事を 遂行

し ていく こ と が可能と なっ ている。 また、 2019 年に施行さ れた改正「 パート タ イ ム・ 有期

                                                   
2 内閣府「 令和３ 年版男女共同参画白書」  
3 総務省統計局「 労働力調査（ 詳細集計） 2020 年（ 令和２ 年） 平均結果」  
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労働契約法」 では、 それまではパート タ イ ム労働者が労働時間延長を 希望し た場合、 使用者

は、 空き ポスト の配置を 優先的に考慮する必要があるだけであっ たのに加え、「 相応する空

き ポスト がないこ と 」、「 当該労働者の適性が不十分であるこ と 」 に対する説明・ 立証責任を

負わせる こ と で、 労働者が希望する元の労働時間への復帰を容易にし よう と し ていた。  

オラ ンダにおいても 、 1982 年に政労使間で「 ワッ セナー合意」 が締結さ れ、 1999 年には、

労働契約の柔軟性（ 多様化） と 労働者の地位の保障を 目的と する「 柔軟性と 保障法」 が施行

さ れた。 こ れによっ て、 労働市場の規制緩和、 雇用形態の柔軟性・ 多様化と 労働者の保障・

保護の両立、 すなわち、 フ レ キシキュ リ ティ を 目指し た。 1996 年の「 労働時間差別禁止法」

により 、 労働時間による差別が禁止さ れ、 賃金・ 福利厚生・ 職場訓練・ 企業年金等、 労働条

件のすべてにわたっ て、パート タ イ ム労働者も フ ルタ イ ム労働と 同等の権利が保障さ れるよ

う になっ た。 さ ら に 2000 年の「 労働時間調整法」 において、 労働者には時間当たり 賃金を

維持し たままで、 労働時間を 短縮・ 延長する権利が認めら れる等、 パート タ イ ム労働者と フ

ルタ イ ム労働者の均等待遇が実現さ れている。  

スウェ ーデンにおいても 、 パート タ イ ム労働は必ずし も「 雇用の不安定性」 を 意味するも

のではなく 、パート タ イ ムから フ ルタ イ ムへの転換は、契約時間数の見直し や交渉により 比

較的容易であると さ れている 。  

 

（ ２ ） 賃金格差の是正に向けた取組 

図２ はフ ルタ イ ム従業員における男女の賃金格差を 示し ており 、 日本と ４ か国の差は大

き く 、 特にスウェ ーデンは 10％未満と Ｏ Ｅ Ｃ Ｄ 平均を 大き く 下回っ ている。  

日本では、いわゆる年功序列型の賃金体系が一般的な中で、女性は出産を 機に退職するな

ど、 男性に比べ勤続年数が短いこ と や、 第１ 章で述べら れていると おり 、 女性の管理職が少

ないこ と などが影響し ている と 考えら れる。  

賃金格差の是正のための特徴的な取組と し て、スウェ ーデンでは、オンブズマンによっ て、

何を も っ て「 同一価値労働・ 同一賃金」 と 判断するのか判断するための指標（ 判断基準） で

ある 職務評価モデルが開発さ れ、 そのモデルを 基礎に労働者間の賃金格差が正当化でき る

も のであるかどう かを 判断するこ と が可能と なっ ている。  

また、 フ ラ ンスでは、 職場における男女平等を 実現するため、 法律を制定し 、 罰則を 設け

るこ と でその実現を強く 推し 進めてき たと いう 特徴が見ら れた。 近年では、「 2018 年９ 月５

日法」 により 、 従業員数 250 人以上の企業には、 賃金、 昇進・ 昇給など５ 項目の指標から 算

出さ れた「 男女平等指数」 を 公表するこ と が義務付けら れている。 100 点満点中、 75 点未満

の企業は３ 年以内に是正措置を 講じ なければなら ないと さ れており 、 是正でき ない場合に

は制裁金が科さ れる可能性も あると さ れている。  
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図２  男女における賃金格差（ 2018）  

 

 

（ 出典） OECD Dat a「 Gender  wage gap」 に基づきかなテラ スが作成。  

 

（ ３ ） 労働時間の縮減、 多様な働き 方を 可能と する制度 

図３ に示すと おり 、日本の１ 人当たり の平均年間総実労働時間は、年々減少傾向にあるも

のの、 就業者・ 被雇用者と も に、 ４ か国を 大き く 上回っ ている。 また、 長時間労働者の割合

についても 、 図４ に見ら れる よう に、 日本と ４ か国の差は大き い。  

４ か国のほと んどでは、 定めら れた就業時間内で働き 、残業はあまり せず、 有給休暇も し

っ かり 消化する と いう 働き 方が一般的と なっ ており 、 特にオラ ン ダでは仕事に対する 関わ

り 方と し て「 生産性」 を重視する傾向にあるこ と がう かがえた。 ド イ ツでは、 残業時間を銀

行口座のよう に貯め、休暇等で相殺する労働時間口座が多く の分野で普及し ており 、スウェ

ーデンやフ ラ ンスでは、 時間外労働分を 休暇と し て取得可能な制度を 用意し ている。  

公益財団法人 日本生産性本部の報告書「 労働生産性の国際比較 2020」 によれば、 2019 年

の時間当たり 労働生産性は日本がＯ Ｅ Ｃ Ｄ 加盟国 37 か国中 21 位であるのに対し 、 ４ か国

いずれも 日本より 高い順位と なっ ており 、メ リ ハリ のある働き 方の実現が、生産性の向上に

つながっ ているも のと 考えら れる。  

フ ラ ンスでは、 雇用の創出を 目的と し て、 1998 年ごろ から 週 35 時間労働制の導入が進め

ら れ、 2002 年から はすべての企業に適用さ れているが、 こ れにより フ ルタ イ ムの男性も 子

ども の学校の送り 迎えが可能と なり 、 労働時間の短縮や柔軟化だけでなく 、 男性の家事・ 育

児への参画促進と いっ た効果も 生まれている。  

オラ ンダでは、法律で週当たり の勤務時間の調整が認めら れているこ と から 、フ ルタ イ ム

23.5

15.3

12.7
11.8

7.1

12.6

0

5

10

15

20

25

日本 ド イ ツ オラ ンダ フ ラ ン ス スウェ ーデン OECD加盟国

（ ％）  



181 

の場合でも 、 １ 日当たり の勤務時間を ９ 時間に延長し 、 週４ 日勤務する「 ４ ×９ 戦略」 の働

き 方を導入し 、 土日以外の１ 日を「 パパ・ ダフ （ パパの日）」 と し て子ども と 過ごす労働者

も 多い。 また、 労働者には「 労働時間の長さ 」 だけでなく 、「 働く 時間帯」、「 就業場所」 の

変更を申請する権利が認めら れており 、 テレ ワーク も 多く の企業で利用可能と なっ ている。 

 

図３  １ 人当たり 平均年間総実労働時間の推移（ 2015～2019 年）  

 

注） フ ルタ イ ム労働者、 パート タ イ ム労働者を含む。  

※常用労働者 5 人以上の事業所が対象。  

（ 出典） OECD Dat abase に基づきかなテラ スが作成。  

  

（ 時間）

2015 2016 2017 2018 2019

 日本※ 1,719 1,714 1,709 1,680 1,644

 スウェ ーデン 1,466 1,478 1,467 1,466 1,452

 フ ラ ンス 1,519 1,522 1,505 1,495 1,505

 ド イ ツ 1,401 1,395 1,391 1,390 1,386

 オラ ンダ 1,426 1,437 1,435 1,431 1,434

 日本※ 1,734 1,724 1,720 1,706 1,669

 スウェ ーデン 1,418 1,432 1,419 1,419 1,406

 フ ラ ンス 1,422 1,428 1,414 1,406 1,418

 ド イ ツ 1,337 1,334 1,334 1,336 1,334

 オラ ンダ 1,356 1,366 1,364 1,363 1,370

就業者

被雇用者
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図４  長時間労働者の割合の推移（ 2015～2019 年）  

 

注） こ こ でいう 長時間と は、 I LOSTAT Dat abace の労働時間別就業者統計において、 本表掲載国に共通する最長の区分

である週 49 時間以上を指す。 原則、 全産業、 就業者（ パート タ イ ムを含む） が対象。  

（ 出典） 総務省統計局「 労働力調査」 及び I LOSTAT Dat abace に基づき かなテラ スが作成。  

 

（ ４ ） 各国の育児休業制度と 男性の子育てへの参画を 促進する取組 

日本の育児休業制度は、 例外を 除き 休業期間中の就労は想定さ れない制度と なっ ている

が、 今回調査を行っ た国々の育児休業に相当する制度では、 全日での休暇取得のほか、 労働

時間を 短縮する 形での取得も 可能と なっ ている 。 休暇取得の対象と なる 子の年齢上限も 高

く 、 オラ ンダでは、 子ども が８ 歳になるまで取得が可能であり 、 スウェ ーデン も 休暇期間の

一部は 12 歳になるまで取得可能と なっ ている 4。 ド イ ツの「 親時間」 制度では、 ３ 回に分割

し て休暇の取得が可能である ほか、 36 か月（ 満３ 歳まで） の親時間の期間のう ち、 24 か月

を 限度と し て、 子ども が満８ 歳になるまで別の期間に休暇を 持ち 越すこ と も 可能と なっ て

                                                   
4 

日本では、 育児休業取得期間は原則と し て子が１ 歳になるまでであるが、 両親がと も に育児休業を取得する場合、 期

間が１ 歳２ か月まで延長さ れる（ パパ・ ママ育休プラ ス）。  

（ ％）

2015 2016 2017 2018 2019

 日本 20.8 20.1 20.6 19.0 18.3

 スウェ ーデン 7.3 7.1 6.8 6.6 6.5

 フ ラ ンス 10.1 10.5 10.0 10.1 10.1

 ド イ ツ 9.6 9.3 8.5 8.1 7.7

 オラ ンダ 8.7 8.8 8.4 8.0 7.8

 日本 29.5 28.6 29.4 27.3 26.3

 スウェ ーデン 10.1 9.9 9.4 9.1 8.8

 フ ラ ンス 14.0 14.6 13.7 13.9 13.8

 ド イ ツ 14.1 13.7 12.6 12.0 11.3

 オラ ンダ 13.5 13.5 12.9 12.3 12.0

 日本 9.5 9.1 9.3 8.5 8.3

 スウェ ーデン 4.2 4.1 3.9 3.8 4.0

 フ ラ ンス 5.8 6.1 6.0 6.0 6.2

 ド イ ツ 4.4 4.1 3.9 3.7 3.5

 オラ ンダ 3.2 3.2 3.2 3.1 3.0

男女計

男性

女性
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いる等、 柔軟な取得が可能と なっ ていた。  

また、男性の子育てへの参画を促進するため、制度設計に男性の育児休業取得を促進する

工夫がなさ れている。世界で初めて男性に育児休業の権利を与えたスウェ ーデンでは、休暇

期間に両親間での譲渡ができ ない「 割当期間」 が設定さ れている ほか、 ド イ ツ では両親がと

も に取得するこ と により 、 手当の受給期間が延長さ れる仕組みと なっ ている。  

日本に比べると 、男性の育児休業の取得は進みつつあるも のの、各国においても すぐ に効

果が出たわけではなく 、幾多の制度改正を 経て、女性も 男性も 利用し やすい制度が構築さ れ

ている。  

育児休業中の給付にも 日本と ヨ ーロッ パ各国では違いが見ら れる。スウェ ーデンでは、両

親給付と し て休業前所得の約 80％が給付さ れるのに対し て、 日本では 67％（ ６ か月経過後

は 50％） の支給率と なっ ている。 オラ ンダは無給5であり 、 ド イ ツと 比べても 、 日本の制度

は遜色ない水準である も のの、 充実し た制度と それを 利用し やすい環境である こ と がスウ

ェ ーデン の男性の育児休業取得率の高さ にも 寄与し ている も のと 考えら れる。  

なお、 日本では、 男性の育児休業取得率は、 年々上昇し てき てはいるも のの、 2020 年度

は 12. 65％6と 、 女性の 81. 6％に対し て、 非常に低い状況と なっ ており 、 男性の育児休業取

得の促進が課題と なっ ている 。 2021 年６ 月には育児・ 介護休業法が改正さ れ、 子の出生後

８ 週間以内に取得可能で、 労使協定を 締結し ている 場合には労働者が合意し た範囲で休業

中に就業するこ と ができ る「 産後パパ育休」 制度が創設さ れたほか、 事業主による制度の個

別周知・ 意向確認など育児休業を 取得し やすい環境整備が義務付けら れたと こ ろ である。  

 

（ ５ ） 家事の負担軽減の取組 

図５ に示すと おり 、 ６ 歳未満の子ども を持つ妻の家事・ 育児関連時間は、 日本が、 ７ 時間

34 分（ 神奈川県は８ 時間７ 分） に対し て、 フ ラ ンスは５ 時間 49 分、 ド イ ツ６ 時間 11 分、

スウェ ーデン５ 時間 29 分と なっ ている。 日本では、 女性への家事・ 育児の負担の偏り を 解

消するため、男性への分担促進と いう 観点から 様々な取組が進めら れているが、今回調査を

行っ た中には、仕事と 家庭の両立支援の一環と し て、家事代行サービスの利用に関する支援

を 行っ ている国も 見受けら れた。  

スウェ ーデンでは家事代行サービス利用時、 １ 人当たり 支払い額の 50％までの税控除を

受けるこ と ができ るほか、 フ ラ ンスでは、 家事を 代行する人を雇用し た場合、 申告すれば支

払っ た給与、社会保険料などの額の半分が所得税から 減額さ れて戻っ てく る「 サービス利用

一般小切手（ CESU）」 と いう 制度により 、 実質半額は国の補助を 受けるこ と ができるよう に

なっ ている。 こ う し た制度の活用により 家事負担の軽減が図ら れている。  

  

                                                   
5 

2022 年８ 月より 有給の育児休暇が導入さ れる予定。  
6 厚生労働省「 令和２ 年度雇用均等基本調査」  
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図５  ６ 歳未満の子ども を 持つ夫婦の家事・ 育児関連時間（ 週全体平均・ １ 日当たり ）

 

（ 出典） 内閣府「 令和２ 年版男女共同参画白書」 及び総務省統計局「 平成 28 年社会生活基本調査」 に基づき かなテラ スが作成。  

 

（ ６ ） 女性のキャ リ ア開発 

女性が就業の場において、個性と 能力を 十分に発揮し ていく ためには、就業継続が可能と

なる環境整備だけではなく 、自ら が望む形でキャ リ アアッ プでき る こ と が必要である。日本

においては、女性の被雇用者の過半数が非正規雇用と なっ ているが、第１ 章で述べら れてい

るよう に、 正社員以外に教育訓練を 実施し ている事業所は、 計画的なＯ Ｊ Ｔ , Ｏ Ｆ Ｆ －Ｊ Ｔ

のいずれも 正社員の半分以下と なっ ている 7。 第１ 章のフ ァ ンケルの事例のよ う に、 非正規

雇用から 正規雇用へと 転換する仕組みを 用意し ている 企業も ある が、 多く の企業では正規

雇用への転換は容易でなく 、非正規雇用から 正規雇用への転職も また容易ではない。正規雇

用と 非正規雇用の間の不合理な待遇差を 解消するため、 働き 方改革関連法の成立によ り 、

2020 年４ 月に施行さ れた「 パート タ イ ム・ 有期雇用労働法」 では、 賃金にと どまら ず、 教育

訓練や福利厚生等も 含め、 正規雇用と 非正規雇用の間の不合理な待遇差を 禁止する と と も

に、 ガイ ド ラ イ ンにおいてどのよう な待遇差が不合理に当たるかを 示し ている 8。 その意味

で、 フ ルタ イ ムと パート タ イ ムの均等待遇と フ レキシキュ リ ティ を 実現し ているオラ ンダ・

モデルは示唆に富んでいる。  

また、第１ 章で取り 上げら れているよう に、日本では横浜国立大学と ダイ バーシティ 連携

協議会（ KT） のよう に、 産学官連携による女性のキャ リ ア開発の事例も 見ら れるが、 こ う し

た取組はまだ多く ない。 それに比べて、 今回調査を 行っ たヨ ーロッ パ４ か国では、 労働市場

の流動性が高く 、転職を通じ たキャ リ アアッ プも 行われていたほか、産学官連携によるキャ

リ ア開発の機会が提供さ れていた。  

                                                   
7 厚生労働省「 令和２ 年度能力開発基本調査」  
8 中小企業は 2021 年４ 月１ 日より 施行。  
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スウェ ーデンでは、地方自治体にあたるコ ミ ュ ーンで「 コ ンブク ス」 と よばれる生涯教育

サービスが提供さ れているほか、教育訓練休暇法により 、一定の勤続要件を 満たす場合には

教育訓練を受けるための無給の休暇取得が認めら れている 。  

ド イ ツ ではジョ ブに空席ができ た場合やジョ ブが新設さ れた場合に当該ジョ ブの職務定

義に合っ た人材を 採用する「 ジョ ブ型」 雇用を 採用し ているこ と から 、 教育の仕組みも「 ジ

ョ ブ」 に合わせたも のと なっ ている。義務教育修了者を 対象に行われる初期養成訓練の一つ、

「 デュ アル・ システム」 は、 幅広い職業に関する 基礎知識と 特定の職業に必要な専門能力を

身につけ、即戦力と なる熟練労働者を 養成するこ と を 目的と し ており 、職業学校で職業に係

る理論教育、 企業で職場実習が産学連携で行われる 。 また、 在職者向けの向上職業訓練と し

て手工業マイ スタ ーと 工業マイ スタ ーと から なる「 マイ スタ ー制度」 がある。  

職業訓練に関する 特徴的な取組と し て、 フ ラ ン スにおいて導入さ れている職業訓練個人

口座制度（ CPF） がある 。 同制度は、 産学官連携のキャ リ ア開発と し て考案さ れたも ので、

16 歳以上の国民すべてを対象と し 、 口座には、 職業訓練の費用を年間当たり 500 ユーロ、

最大 5, 000 ユーロまで蓄積でき るこ と と なっ ている。公式ウェ ブサイ ト では、対象と なる職

業訓練が検索でき るほか、 就業時間外の職業訓練受講には使用者の了解を 得る 必要がない

など、 労働者が利用し やすい制度になっ ている。  

スウェ ーデンの ABBや I KEAのよう に、 サバティ カ ル休暇制度が整備さ れている企業も 多

く 見ら れたほか、従業員の成長や目標達成のため、キャ リ アカ ウンセリ ングなど従業員と の

対話を重視し ているよう にう かがえた。 オラ ンダでは、従業員のエンプロイ アビリ ティ （ 雇

用可能性） が重視さ れており 、 Randst ad や Phi l i ps のよう に自身のエンプロ イ アビリ ティ

についての情報を 得る機会が与えら れている企業も 見受けら れた。  

こ のよう に、 ヨ ーロッ パにおけるキャ リ ア開発が、 産学官連携で行われているこ と と 、個

人のキャ リ アプラ ンに基づいて個人主導で行われているこ と の２ 点において、 日本にと っ

て大変示唆に富んでいる。  

 

（ ７ ） 企業の意思決定の場への女性の参画 

図６ に示すよう に、スウェ ーデンでは管理職に占める女性の割合が４ 割を超えており 、こ

れはフ ルタ イ ムで働く 女性が多いこ と が管理職比率の数字にも 表れているも のと 考えら れ

る。オラ ンダは４ か国の中では最も 低い割合と なっ ているが、こ れはフ ルタ イ ム労働に近い

労働時間でないと 昇進が難し い傾向にある も のの、 子育てが終わっ ても フ ルタ イ ム労働に

戻る女性が少なく 、 また、 パート タ イ ム労働で働く 場合も 、 男性に比べ、 フ ルタ イ ム労働に

近い時間数で働く 女性が少ないこ と が、 影響し ているも のと 考えら れる。  

各国の企業においても 、指導的地位における女性の割合を 高めるための取組と し て、女性

ネッ ト ワーク の組織や女性向けの育成プロ グラ ム等が実施さ れていた。 その他特徴的な取

組と し て、 ド イ ツ のアリ アン ツでは、 女性管理職が復職し やすく する ためのプラ ン と し て

「 リ ーダーの親」 を 導入し 、「 親時間」 取得中の就労者に対し 、 子ども が生後６ か月まで以
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前と 同じ 役職での復職を保証し 、上司の許可があれば、労働時間と 労働場所について柔軟に

対応を 行う こ と と し たほか、 休業中も 社内教育指導プログラ ムの提供を 行う 等と いっ たプ

ラ ンを実施し 、 女性管理職の育成と 定着に大き な成果を得ていた。  

 

図６  管理的職業従事者※に占める女性の割合（ 2019）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※総務省「 労働力調査」 では、「 管理的職業従事者」 と は、 就業者のう ち、 会社役員、 企業の課長相当職以上、 管理的公

務員等。 また、「 管理的職業従事者」 の定義は国によっ て異なる。  

（ 出典） 総務省統計局「 労働力調査（ 長期時系列）」 及び I LOSTAT Databace に基づきかなテラ スが作成。  

 

図７ に示すよ う に、 企業における女性役員比率は４ か国いずれも 日本に比べ相当に高い

も のと なっ ている。 日本では「 女性活躍推進法」 に基づき 、 一定規模以上の事業主9が「 一

般事業主行動計画」 を 策定・ 公表し 、 その内容を実施する こ と で、 意思決定の場への女性の

参画を推進し ている一方、 フ ラ ンス、 ド イ ツ、 オラ ンダでは、 役員に占める女性割合を一定

以上と するこ と を 求めるク オータ 制を 導入し ている。そも そも 性別ク オータ 制度は、ノ ルウ

ェ ーで 2004 年に会社法が改正さ れたこ と から 、 適用さ れた。 企業の規模によ り 異なる が、

取締役が 10 人以上であれば、 いずれの性別も 40％を 下回っ てはなら ない、 つまり 上場企業

であれば４ 割以上を 女性役員にする 必要がある こ と を 意味し ている 。 ノ ルウェ ーのク オー

タ 制導入を契機と し て、 本報告書で取り 上げたフ ラ ン スを はじ め、 ド イ ツ、 オラ ンダなどで

も ク オータ 制が導入さ れるよ う になっ た。 フ ラ ンス、 ド イ ツのク オータ 制では、 基準を 満た

さ ない役員の任命は無効と なる等、 比較的強制力の高いも のと なっ ている。  

                                                   
9 常時雇用する労働者数が 301 人以上の事業主が対象。 女性活躍推進法の改正により 対象が拡大さ れ、 2022 年４ 月１

日から は 101 人以上の事業主も 対象と なる。  
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なお、 スウェ ーデンでは、「 ジェ ン ダー・ ク オータ 」 を 法律で定めず、「 企業のガバナンス

規定」 と し て、 男女の比率を 同一にするよう 努力義務と し て呼びかけている。 日本では、 上

場企業に対し 、 2021 年６ 月に改訂さ れたコ ーポレート ガバナンスコ ード において、 取締役

会にと どまら ず、 管理職における多様性の確保（ 女性・ 外国人・ 中途採用者の登用） につい

ての考え方と 測定可能な自主目標の設定、 こ れら についての開示が求めら れている。  

 

図７  MSCI  ACWI  I ndex10 構成企業（ 2, 765 社） における国別の 

女性役員比率の推移（ 2016～2019 年）  

 

 

（ 出典） MSCI 「 Women on boar ds:  2019 Progr ess Repor t」 に基づき かなテラ スが作成。  

 

  

                                                   
10 米 MSCI 社が算出・ 公表する、 世界の株式を対象と し た株価指数をいう 。  
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２  今後の日本における取組への示唆 

 

（ １ ） 個々の事情に合わせた労働時間の調整が可能な労働環境 

今回の調査を 行っ た国々の多く では、労働条件を変えるこ と なく 、比較的容易に労働時間

を 変更するこ と が可能であり 、「 定めら れた就業時間内で働き 、 残業はあまり せず、 有給休

暇も し っ かり 取得する」 と いう 意識が浸透し ていた。 加えて、 テレ ワーク 等の多様な働き 方

を 可能と する制度が整備さ れており 、こ れにより 、女性だけでなく 男性も 個々の事情に合わ

せた働き 方を 選択し 、 ワーク・ ラ イ フ・ バラ ンスを と り ながら 働く こ と が可能と なり 、 女性

の就業継続の実現にも 大き く 寄与し ているも のと 考えら れる。  

日本では、 年次有給休暇の取得に関し て、 2019 年４ 月から 、 労働基準法の改正により 、

事業主に対し て労働者に年５ 日の年次有給休暇を 取得さ せる こ と が義務付けら れたが、 厚

生労働省が 2020 年度に実施し た委託調査11によれば、 年次有給休暇の取得について労働者

の過半数が「 ためら いを 感じ る」 と 回答し ている。 また、 その理由（ 複数回答） と し て最も

多かっ たのが「 みんなに迷惑がかかると 感じ るから 」 と いう 点であり 、 日本においても 休暇

取得を当たり 前と する風土を 根付かせるこ と が必要である 。  

また、日本においても 、テレ ワーク や時差出勤を はじ め柔軟な働き 方の導入が進んでき て

いる が、 一人ひと り が自ら に合っ た働き 方を するこ と によ り 個性と 能力を 十分発揮でき る

職場環境と し ていく こ と が必要である。  

また、日本においては、週の労働時間が一般の労働者より も 短いパート タ イ ム労働者は一

般的に非正規雇用と なっ ている。雇用形態による待遇格差については、関係法令の改正によ

り 均等・ 均衡待遇に向けた取組が進めら れていると こ ろ であるが、労働時間を 選択でき る、

労働時間による労働条件の差がないなど、ヨ ーロッ パ４ か国におけるフ ルタ イ ム労働者・ パ

ート タ イ ム労働者間の均等待遇の取組は非常に参考になる も のと 考えら れる 。 特にオラ ン

ダ・ モデルにおけるフ レキシキュ リ ティ の概念は、 日本にと っ て示唆に富んでいる。  

 

（ ２ ） 柔軟な取得が可能な育児休業制度 

日本の育児休業制度が基本的に一定期間完全に休業する こ と を 前提にし ている 12のに対

し 、 いずれの国も「 労働時間を 短く する形で取得する」 と いう 選択も 可能な制度と なっ てお

り 、休暇取得の対象と なる 子の年齢上限が日本より 高い点が特徴的であっ た。それぞれの家

庭に合わせた柔軟な取得を 可能にするこ と は、 復職後の両立支援や男性の取得促進にも 資

するも のと 思われ、わが国においても 、子育て中の労働者のニーズにより あっ た形で柔軟に

休暇を 取得する こ と が可能と なる よ う 、 休暇のあり 方を 検討する 余地がある のではないだ

ろ う か。  

                                                   
11 東京海上日動リ スク コ ンサルティ ング株式会社「 令和２ 年度『 仕事と 生活の調和』 の実現及び特別な休暇制度の普

及促進に関する意識調査報告書」  
12 前述のと おり 、「 産後パパ育休」 においては、 労使協定を締結し ている場合に限り 、 労働者が合意し た範囲で休業中

に就業するこ と が可能と なっ ている（ 2022 年 10 月１ 日施行）。  
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し かし 、 一方で、 神奈川県が実施し た「 令和２ 年度県民ニーズ調査（ 第１ 回課題調査）」

では、 男性の育児休業取得が進まない原因（ 複数回答） と し て「 取得でき る雰囲気が職場に

ない」 と の回答割合が最も 多く 、 2020 年度に厚生労働省が実施し た委託調査13でも 、 育児の

ための休暇・ 休業制度のいずれも 利用し なかっ た理由と し て男性正社員の約 1/4 が「 職場が

育児休業制度を取得し づら い雰囲気だっ たから 、または会社や上司、職場の育児休業取得へ

の理解がなかっ たから 」 と 回答し ている。 こ う し た背景には、 固定的性別役割分担意識のほ

か、 育児は女性が担う も のと いっ た無意識の思い込み（ アンコ ンシャ ス・ バイ アス） が男性

のみなら ず女性自身にも ある こ と が影響し ていると 考えら れる 。 休暇のあり 方の検討にあ

たっ ては、多様で柔軟な働き 方などが可能と なる就業環境整備や、固定的性別役割分担意識

やアンコ ン シャ ス・ バイ アスの解消に向けた意識改革を あわせて進めていく 必要があると

思われる 。  

 

（ ３ ） 産学官連携によるキャ リ ア開発 

キャ リ ア開発に関し ては、 ヨ ーロッ パでは産学官連携で様々な特色ある 取組がなさ れて

いる 点に特徴がある。 ド イ ツ を 中心と し てヨ ーロッ パでは、 デュ アルシステムなど職業教

育・ 訓練制度が発達し ており 、 従業員のキャ リ ア開発が産学官連携で実施さ れている。 日本

では、 従業員の人材開発が一つの企業内で長期的に行われている のと 大き く 異なる 点であ

る。また、個人のキャ リ アプラ ンやキャ リ アビジョ ンに基づいて個人主導でキャ リ ア開発が

行われている点にも 特徴がある。スウェ ーデンでは、キャ リ アカ ウンセリ ン グなど従業員と

の対話が重視さ れている企業が見ら れたほか、オラ ンダでは従業員に対し 、自身のエンプロ

イ アビリ ティ についての情報を得る機会を 提供し ている企業も あっ た。また、フ ラ ンスでは

職業訓練の権利を 個人口座で管理する制度と なっ ている等、 日本に比べ自身のキャ リ アに

ついて向き 合う 機会が多く 、 従業員個人主導でキャ リ ア開発を 行える よ う な環境作り がな

さ れている。  

人生 100 歳時代を 迎える中、一人ひと り が自身のキャ リ アプラ ンを 設計し 、個人主導でキ

ャ リ ア開発を 行っ ていく こ と は、 個人の人生を 豊かにし ていく ために必要であり 、 また、従

業員一人ひと り が能力を高め、最大限に力を 発揮するこ と で、企業の成長も 可能と なっ てい

く 。  

ヨ ーロッ パ４ か国の取組も 参考に、個人が主体的なキャ リ アプラ ン、キャ リ アビジョ ンを

策定する こ と ができ るよう 支援を 行う と と も に、産学官で連携し 、リ スキリ ングの機会を提

供するこ と によ っ て、 従業員一人ひと り のキャ リ アプラ ン に基づいた個人主導のキャ リ ア

開発を支援し ていく こ と が効果的であると 考えら れる。  

                                                   
13 株式会社日本能率協会総合研究所「 厚生労働省委託事業 令和２ 年度 仕事と 育児等の両立に関する実態把握のため
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